






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































１ 地方自治の根幹に関する次の事項  
イ 地方公共団体の組織、運営その他の地方制度の基本的事項の改変に 
関するもの 






























３ 地方税財政のあり方に関する次の事項  




ハ 地方財政法第十三条の規定に基づき国が講じなければならない地方  
公共団体への必要な財源措置に関するもの 
ニ 地方財政法第十七条の二の規定に基づき地方公共団体が負担する負  
担金のあり方の見直しに関するもの 
ホ 地方財政計画（地方交付税法第七条に規定する「翌年度の地方団体の 
歳入歳出総額の見込額に関する書類」をいう。）の基本的な内容に関するもの 
 
（２） 
 
（２） 
 
（２） 
 
（２） 
 
（２） 
 
４ 経済財政政策、社会保障・教育に関する制度及び社会資本の整備・地域の
振興に関する施策等のうち、地方行財政に重要な影響を与えるもの 
（３） 
５ 前各号に掲げるもののほか、地方公共団体の組織及び運営の根幹に関する
ものとして、国と地方の協議を経て政令で規定するもの 
（２）（３） 
（出典：国と地方の協議の場実務検討
（注）（　）内は法３条の号数
　１号「国と地方公共団体の役割分担に関する事項」
　２号「地方行政，地方財政，地方税制その他の地方自治に関する事項」
　３号「経済財政政策，社会保障に関する政策，教育に関する政策，社会資本整備に関する政策
　　　　その他の国の政策に関する事項のうち，地方自治に影響を及ぼすと考えられるもの」
ｸﾞﾙｰﾌﾟ第３回会合資料）
 
